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研究成果の概要（和文）：高齢者の身体活動を促進するためには、個人の体力的要素のみならず地域社会の環境
要因を含めた取り組みの重要性が示唆されている。本研究では、地域社会要因であるソーシャルキャピタルと客
観的に評価した高齢者の身体活動量について検討した。加速度センサー付加速度計を用いて地域在住高齢者の日
常の身体活動量を２週間にわたり評価した。ソーシャルキャピタルと身体活動の関連では、地域の人々を信頼出
来ると答えた男性において、1日の中強度以上の活動時間がより長いことが示され、ソーシャルキャピタルと身
体活動の関連には性差があることが示唆された。

研究成果の概要（英文）：In order to promote the physical activity of the elderly, it is suggested 
the importance of efforts including environmental factors of the community as well as individual 
physical factors.In this study, we examined the social capital which is a community factor, and 
objectively evaluated physical among older people. We evaluated the daily physical activity level of
 older people l over 2 weeks using an accelerometer with acceleration sensor. In men, participants 
who said they can trust people in the area had significantly longer moderate to vigorous physical 
activity time than participants who can not trust people  in the area.The association between social
 capital and physical activity might be influenced by sex

研究分野： 疫学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 我が国の平均寿命は世界でも最高水準に

あるが、平均寿命の延伸に伴い平均寿命と健

康寿命の差が社会的問題となっている。この

平均寿命と健康寿命の差の拡大は介護が必

要な高齢者の増加を意味しており、平成 24 

年の介護給付実態調査では要介護度の進行

に伴う施設入所者の増加が示されている。し

かし、高齢者の 6 割は介護が必要となっても

自宅で生活したいと考えており、施設入所を

希望する者は 2 割にも満たない。高齢者が住

み慣れた地域で自立した日常生活を送るこ

とができるような支援体制の構築は、社会保

障負担の軽減のみならず、高齢者の尊厳の保

持にも関わる重要な課題である。 

 高齢者の日常生活自立度の維持、および要

介護状態への移行の抑制に寄与する要因とし

て定期的な身体活動の促進が挙げられる。身

体活動の促進は介護予防のみならず糖尿病や

虚血性心疾患といった生活習慣病の予防など

さまざまな健康上の効果があることが知られ

ている1) 。しかし、「健康日本21 」の最終評

価では日本人の1  日の歩数は減少傾向にあ

ることが明らかとなった２） 。その要因とし

て、身体活動を促進するためには個人の意識

や動機付けだけでは困難であることが指摘さ

れており、今後の課題として身体活動の増加

に関連する社会環境の把握・改善といった取

り組みが重要であると提言されている２） 。 

２．研究の目的 

 そこで、本研究では社会環境要因の一つで

あるソーシャルキャピタルと地域在住高齢者

の日常における身体活動との関連を明らかに

することを目的とした。具体的には以下の二

点について検討した。Study 1：地域社会への

参加と高齢者の日常における歩数の関連につ

いて； Study 2 ：地域社会に対する信頼と高

齢者の歩数、座位時間、中・高強度の身体活

動量の関連について 

３．研究の方法 
Study 1 の対象者は A 町に居住する介護認定

を受けていない 70 ～74 歳の高齢者 245 名

とした。Study 2 の対象者は B町に在住する

65 歳以上の介護認定を受けていない高齢者

153 名とした。 

 物的環境要因は、先行研究において日常の

歩行に関連することが報告されている世帯

密度、公共交通機関へのアクセスについて

GIS を用いて評価した３)。世帯密度は平成 22

年度国勢調査データをもとに、1/2 地域メッ

シュ（１辺約 500 m）区分ごとの世帯数を算

出し、対象者の居住地における世帯密度とし

た。公共交通機関へのアクセスは国土地理院

発行の数値地図（2012）をもとに対象者の居

住地に最も近いバス停までの距離を算出し

た。これら全ての解析は ArcGIS 10.2 (ESRI

ジャパン株式会社)を用いて行った。  

 社会環境要因は先行研究により日常の歩

行との関連が報告されている夜間の安全性、

地域社会への参加、運転の有無、地域の人々

に対する信頼について質問紙で評価した４), 

５)。夜間の安全性は「近所では犯罪の危険度

が高く、夜間に外を歩くのは安全とは言えな

い」という設問に対し、全く当てはまらな

い・ややあてはまらないとややあてはまる・

非常によくあてはまるの 2 群に分類した。地

域社会への参加については、地域社会におい

て参加しているグループや会について質問

し、参加している会・グループの数により 0、

1-2、>3 の 3 群に分類した。現在の自動車運

転の有無はあり、なしの 2 群に分類した。 

 身体活動量は 3 軸加速度センサー付活動量

計(Active Style Pro HJA-750C、オムロンヘル

スケア)を用いて 1 日の歩数ならびに身体活

動量を計測した。装着に関しては対象者に対

面で説明を行い、測定期間は連続した 14 日

間とした。その他の共変量について主な測定

項目は以下の通りである。 

① 認知機能：対面調査による

Mini-Mental State Examination 

(MMSE: Folstein, 1975)、前頭葉機能評



価 Frontal Assesment Battery (FAB: 

Dubois B, 2000) 

② 生活習慣 

 食事：簡易型自記式食事歴法質問票 

(Brief-type self-administered diet 

history questionnaire: BDHQ: 

Kobayashi, 2011) 

 喫煙：質問紙評価 

③ 社会経済要因：教育歴、世帯収入、

世帯構成、就業状態 

④ 個人の健康要因：抑うつ、筋力、重

心動揺、骨密度、体組成、動脈硬化

度、健康状態（既往歴、現病歴、主

観的健康感）、生体試料（血清：-80℃

で冷凍保存） 

 諸外国および国内の先行研究より、近隣環

境と歩行の関連には性差が影響することが

示唆されたことから 6)、全ての解析は男女別

に実施した。世帯密度および居住地から最も

近いバス停までの距離は 3 分位に分類し解析

を実施した。各近隣環境項目を独立変数、１

日の平均歩数を従属変数、年齢、就労の有無、

教育歴を共変量として一般線形回帰モデル

を用いて解析を実施した。統計学的有意水準

は p<0.05 とし、統計解析には JMP for 

Macintosh version 10.0 (SAS Institute, USA) を

用いた。 

本研究は、北海道大学大学院医学研究科医

の倫理委員会の承認を得て実施し、全対象者

から書類による同意を得た。対象者のプライ

バシーには最大限の配慮を行い、データは全

て匿名化して解析を実施した。データは北海

道大学大学院医学研究科公衆衛生学分野に

おいて厳重な配慮の下で管理された。 
４．研究成果 

 Study1 について対象者の 59％が男性であ

り、平均年齢は男性 71 歳、女性 72 歳であっ

た。教育歴が高い者、現在就労している者の

割合は男性で高かった。住居密度、居住地か

ら最も近いバス停までの距離、地域社会にお

いて参加しているグループの数は男女で相

違がみられなかった。現在、自動車の運転を

行っている者は男性で 98.0％、女性で 50.5％

であった。居住地域の夜間の安全性について

は、男性と比較し女性で安全と認識している

者の割合が低かった。測定期間中における 1

日の平均歩数は男性 5320 歩、女性 4401 歩で

あった。 

歩数に関連する近隣環境要因を検討した

ところ、男女ともに地域において参加してい

るグループの数が多い程、歩数が高値を示し

た (図１、p for trend <0.05)。男性では居住地

から最も近いバス停までの距離が長い程、女

性ではバス停までの距離が短い程歩数が上

昇する傾向を示した (p for trend <0.01 for 

men, <0.05 for women)。住居密度、運転の有

無、夜間の安全性は男女ともに歩数との関連

を示さなかった。 

図１：年齢、教育歴、就労の有無で調整し

た後の各近隣環境における男女別歩数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 Study 2 について、昨年対象地域 A町で実

施した自記式調査票による郵送調査ならび

に集合型調査で収集したソーシャルャピタ

ル、身体活動量、認知機能、生活習慣、社会

経済要因、筋力、バランス能力等のデータセ

ットを完成させた。3軸加速度センサー内蔵

活動量計を用いた身体活動量評価の結果、1



日の平均歩数は男性 4454 歩、女性 3491 歩、

座位時間は男性 382 分、女性 361 分、中強度

以上の身体活動は男性 72 分、女性 70分であ

った。ソーシャルキャピタルと身体活動量の

関連を検討したところ、地域の人々を信頼出

来ると答えた男性において、1日の中強度以

上の活動時間が長いことが示された。 

 先行研究では、高齢者の地域社会への参加

が身体活動量の増加に寄与することが報告

されている４)。本研究においても同様に、男

女ともに地域社会への参加が客観的に測定

された日常の歩数の増加に関連しているこ

とが示唆された。また地域活動への参加は身

体活動の増加に加え、心理社会的効果をもた

らし高齢者の要介護度の進行を抑制するこ

とも報告されていることから、本研究の結果

は介護予防施策における社会環境要因に対

する取り組みの重要性を支持するものであ

る。 

 一方で、物的近隣環境に関して、男性にお

いては居住地からのバス停までの距離が長

い程歩数が増加する傾向がみられた。男女と

もに居住地からバス停までの距離が長い対

象者は居住地の住居密度が低く、また住居密

度が最も低い群では有意ではないものの男

女ともに高い歩数を示していた。つまり公共

交通機関へのアクセスが悪く住居密度の低

い地域に居住している男性は、日常の歩行量

が維持されていることが推測される。その要

因として、これらの地域に居住している者で

は就労者の割合が高く、そのほとんどが農林

業に従事していたことが結果に影響したと

考えられる。一方、女性では先行研究の結果

と同様にバス停へのアクセスの良さが歩数

の増加に寄与していた。これは対象者の約半

数が非自動車運転者である女性では、自動車

運転者が 98％を占める男性と比較して公共

交通機関の利用が日常の歩行量に関与して

いることを示しているものと考える。    

 本研究の限界として、以下のことが考えら

れる。第一に本研究は横断研究であり、近隣

環境が歩数に及ぼす影響についてその因果

関係を検討することができない。地域社会へ

の参加については逆の因果も想定できるた

め、今後は追跡研究による検討も必要である。

第二に、本研究では先行研究で身体活動量と

の関連が指摘されている他の近隣環境指標

について客観的な評価を行っていないこと

が挙げられる。地域在住高齢者を対象として

主観的な評価に基づく近隣環境と歩行時間

について検討した先行研究によると、本研究 

で検討した近隣環境の他、商店へのアクセス、

運動施設へのアクセス、土地利用の多様性が

歩行時間との関連を示すことが報告されて

いる。本研究の対象地域は農業地域であり既

存のデータベースのみを利用した近隣環境

評価は困難であったため、今後は対象者が普

段利用している商店や、運動・レクリエーシ

ョンを行っている小規模な施設について聞

き取りおよび現地の視察を行った上で、GIS

を利用した客観的近隣環境評価を行う必要

があると考える。第三に近隣環境と身体活動

の関連は、身体活動の種類や目的によって異

なる可能性が示唆されているため、歩数以外

の身体活動量評価および、身体活動の目的別

検討を行う必要が挙げられる。最後に、本研

究の対象者は加速度計の装着による身体活

動量評価への参加に同意した者であり、健康

への意識が高い者が対象となっている、いわ

ゆる外的妥当性の問題が挙げられる。しかし、



研究参加者のうち解析不能者は約 2%であり、

内的妥当性は高いと考えている。 
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